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れている。
また、私立の特別支援学校並びに小・中

学校の特別支援学級において、障害に適応
した教育を実施する上で必要とする設備の
整備を学校法人が行う場合に、国がその一
部を補助している。補助対象となる設備に
は、立体コピー設備、FM等補聴設備、
VOCA（音声表出コミュニケーション支
援装置）、携帯用防犯ベル、スクールバス
などがある。

第２節

雇用・就労の促進施策

障害のある人については、近年、その就
労意欲が着実な高まりを見せる中で、より
多くの就職希望を実現するとともに、一人
ひとりが活き活きとした職業生活を送るこ
とができるようにするため、就労支援につ
いて質・量ともに一層の強化を図ることが
必要である。

１ 障害のある人の雇用の場の拡大

（１）雇用率制度を柱とした施策の推進
ア 障害者雇用対策基本方針
障害者施策については、基本理念である

ノーマライゼーションの実現のため、職業
を通じての社会参加が基本となるものであ
り、障害のある人がその適性と能力に応じ
て可能な限り雇用の場に就くことができる
ようにすることが重要であるとの考え方の
下に、各種の障害者雇用施策を推進してい
る。また、平成４年に批准した ILO第１５９
号条約（障害者の職業リハビリテーション
及び雇用に関する条約）を踏まえ、すべて
の障害の種類を対象として施策の推進に努
めている。
障害者雇用施策の推進に当たっては、障

害のある人の雇用の動向を踏まえた将来展
望及び各施策の展開の障害者雇用施策全般
における位置づけを明瞭にしつつ、総合的
かつ計画的・段階的に推進していくことが
重要である。そのため、「障害者の雇用の
促進等に関する法律」や「障害者雇用対策
基本方針」等を踏まえ、障害のある人、一
人ひとりがその能力を最大限発揮して働く
ことができるよう、障害の種類及び程度に
応じたきめ細かな対策を講じている。
また、新５か年計画の「雇用・就業」分

野においては、働くことを希望する障害の
ある人が、その能力を最大限に発揮し、就
労を通じた社会参加を実現し、職業的自立
を図ることができるようにするため、障害
者雇用率制度を柱とした障害者雇用の一層
の促進を図ることとし、旧５か年計画の目
標をさらに上回る雇用障害者数を６４万人
（２５年度）とする等新たに１９項目の数値目
標を設定したところである。さらに、「経
済財政改革の基本方針２００７」を踏まえ、１９
年度から２３年度までの５年間を計画期間と
する「『福祉から雇用へ』推進５か年計画」
を策定したところであり、これらの計画に
基づく施策の着実な実施を図ることにより
障害のある人の就労支援のさらなる充実強
化を図ることとしている。

イ 障害者雇用対策の充実・強化に向けた検討
①精神障害者に対する雇用対策の強化、

②在宅就業障害者に対する支援、③障害者
福祉施策との有機的な連携等を内容とする
「障害者の雇用の促進等に関する法律」の
改正法については、平成１８年４月から全面
施行されたところであるが、労働政策審議
会意見書や国会審議の際の附帯決議等を踏
まえ、次期制度改正に向けて、障害者雇用
対策の充実強化についての検討を行うた
め、１８年７月下旬から、「多様な雇用形態
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等に対応する障害者雇用率制度の在り方に
関する研究会」、「中小企業における障害者
の雇用の促進に関する研究会」、「福祉、教
育等との連携による障害者の就労支援の推
進に関する研究会」の３つの研究会を開催
し、１９年８月にそれぞれ報告書が取りまと
められた。これらを踏まえ、１９年８月より
労働政策審議会で検討を行い、１２月に同審
議会の意見書が取りまとめられ、当該意見
書を踏まえ①障害者雇用納付金制度（納付
金の徴収及び調整金の支給）の中小企業へ
の適用範囲の拡大、②短時間労働者（週所
定労働時間２０時間以上３０時間未満）を雇用
義務の対象に追加すること等を内容とする
「障害者の雇用の促進等に関する法律の一
部を改正する法律案」を作成し、第１６９回
国会へ提出したところである。

ウ 障害者雇用率制度
①障害者雇用率制度

我が国においては、「障害者の雇用の促
進等に関する法律」に基づき、民間企業、
国、地方公共団体は、一定の割合以上、身
体に障害のある人又は知的障害のある人を
雇用しなければならないこととされている。
障害者雇用率の算定に当たっては、雇用

されている身体に重度の障害のある人又は
重度の知的障害のある人は、その１人を
もって身体に障害のある人又は知的障害の
ある人を２人雇用（ダブルカウント）した
ものとして取り扱うこととしている。ま
た、通勤面等の理由から、通常のフルタイ
ム勤務が困難な重度の障害のある人の雇用
の促進を図るため、重度の障害のある短時
間労働者については、その１人をもって１
人として雇用率にカウントしている。ま
た、精神障害のある人については、平成１８
年４月１日より、精神障害者保健福祉手帳
所持者を雇用している場合には、雇用率に

カウントすることができることとなった。
（精神障害のある短時間労働者について
は、その１人をもって０．５人として雇用率
にカウントしている。）

②雇用率の状況

障害のある人の雇用の状況については、
１人以上の身体に障害のある人又は知的障
害のある人を雇用する義務のある事業主等
から、毎年６月１日現在における障害のあ
る人の雇用状況の報告を求めており、平成
１９年の結果は次のようになっている。

（ア）民間企業等の状況
１．８％の法定雇用率が適用される一般の
民間企業（５６人以上規模の企業）において
雇用されている障害のある人の数は６．７％
（約１万９千人）増加した。このうち、身
体に障害のある人は２５１，１６５人であり、知
的障害のある人は４７，８１８人であり、精神障
害のある人は３，７３３．０人、法定雇用率達成企
業割合は４３．８％（前年は４３．４％）であった。
企業規模別にみると、雇用されている障

害のある人の数は、すべての企業規模で前
年より増加した。実雇用率は、５６～９９人規
模企業では１．４３％、１００～２９９人規模企業で
は１．３０％、３００～４９９人規模企業では１．４９％、
産業別では、雇用されている障害のある人
の数は、鉱業以外のすべての業種で前年よ
り増加した。実雇用率は、民間全体の実雇
用率と比較すると、農林漁業（１．７７％）、
製造業（１．７３％）、電気・ガス・熱供給・
水道業（１．８６％）、運輸業（１．７１％）、医療・
福祉（１．９０％）では上回り、それ以外の業
種では下回った。

（イ）国・地方公共団体の状況
国の機関（法定雇用率２．１％）に雇用さ

れている障害のある人の数は６，５４２．０人で、
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（1）実雇用率と雇用されている障害者の数の推移

（2）企業規模別実雇用率
各年6月1日現在

（3）企業規模別達成企業割合
各年6月1日現在（%） （%）

56～99人
100～299人
300～499人
500～999人
1,000人以上
全体

56～99人
100～299人
300～499人
500～999人
1,000人以上
全体

資料：厚生労働省

資料：厚生労働省資料：厚生労働省

注１：雇用義務のある企業（56人以上規模の企業）についての集計である。
　２：「障害者の数」とは、次に掲げる者の合計数である。
　  　　平成１７年度まで　　　  　　身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）
　　　　　　　　　　　　　　　　知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）
　　　　　　　　　　　　　　　　重度身体障害者である短時間労働者
　　　　　　　　　　　　　　　　重度知的障害者である短時間労働者
　  　　平成１８年度以降　　　　　 身体障害者（重度身体障害者はダブルカウント）
　　　　　　　　　　　　　　　　知的障害者（重度知的障害者はダブルカウント）
　　　　　　　　　　　　　　　　重度身体障害者である短時間労働者
　　　　　　　　　　　　　　　　重度知的障害者である短時間労働者
　　　　　　　　　　　　　　　　精神障害者
　　　　　　　　　　　　　　　　精神障害者である短時間労働者
　　　　                                    （精神障害者である短時間労働者は0.5人でカウント）
　３：障害別に四捨五入をしている関係から、障害別内訳と合計値は必ずしも一致しない。

1.８％1.８％1.6％1.6％

■図表１―２２ 民間企業における障害者の雇用状況
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実雇用率は、２．１７％と前年と同じであった。
都道府県の機関（法定雇用率２．１％）に

雇用されている障害のある人の数は
８，０９４．０人で、実雇用率は、２．４２％であっ
た（前年は２．３７％）。
市町村の機関（法定雇用率２．１％）に雇

用されている障害のある人は２２，１１２．０人
で、実雇用率は、２．２８％であった（前年は
２．２３％）。
２．０％の法定雇用率が適用される都道府
県等の教育委員会に雇用されている障害の
ある人は１０，０６７．０人で、実雇用率は、
１．５５％であった（前年は１．４６％）。

（ウ）特殊法人の状況
特殊法人（法定雇用率２．１％）に雇用さ

れている障害のある人の数は８，９３０．５人で、

実雇用率は、１．９７％であった（前年は
１．５６％）。

③雇用率達成に向けた指導の一層の促進

雇用率制度の履行を確保するため、公共
職業安定所においては、雇用率未達成企業
に対し、雇用率達成指導を行っている。

（ア）民間企業に対する指導
一般の民間企業に対する雇用率達成指導

については、雇用率が著しく低い企業に対
し、雇入れ計画の作成を命じ、計画に沿っ
て雇用率を達成するよう指導している。平
成１９年度においては、１８年度に企業名公表
を前提とした特別指導を行った企業２５社の
うち、一定の改善がみられなかった２社に
ついて企業名の公表を行い、１６年から３年

■図表１―２３ 一般の民間企業における規模別障害者の雇用状況（法定雇用率１．８％）

区 分

①企業数 ②法定雇用障害
者数の算定の基
礎となる労働者
数

③障害者の数
④実雇用率
E÷②×１００

⑤法定雇用
率達成企業
の数

⑥法定雇用
率達成企業
の割合

Ａ．重度身
体障害者及
び重度知的
障害者

B．重度身体障
害者及び重度知
的障害者である
短時間労働者

C．重度以外
の身体障害者、
知的障害者及
び精神障害者

D．精神障
害者である
短時間労働
者

E．計
A×２＋B＋
C＋D×０．５ F．うち新

規雇用分

企業 人 人 人 人 人 人 人 ％ 企業 ％
規模計 ７１，２２４ １９，５０４，６４９ ７９，４６９ ４，６３７ １３８，６５１ ９８０ ３０２，７１６．０ ２９，７５５．０ １．５５ ３１，２３０ ４３．８

（６７，１６８） （１８，６５２，３４４） （７４，９９３） （４，０４７）（１２９，４４６） （５４３） （２８３，７５０．５） （２６，１１３） （１．５２） （２９，１２０） （４３．４）

人 企業 人 人 人 人 人 人 人 ％ 企業 ％

５６～９９
２６，７４６ １，９６７，９３９ ６，４８４ ６０４ １４，５７６ １５７ ２８，２２６．５ ２，４８９．５ １．４３ １１，９８１ ４４．８
（２４，７０８） （１，８２１，６２２） （６，１３４） （５３２） （１３，６５０） （１３２） （２６，５１６） （２，１４１） （１．４６） （１１，１７５） （４５．２）

１００～２９９
３１，９６７ ４，８１５，８５３ １４，４９９ １，１６５ ３２，１２２ ３６５ ６２，４６７．５ ６，０７９．５ １．３０ １４，１７９ ４４．４
（３０，３３７） （４，５８２，０６５） （１３，６０５） （１，０３１） （２９，８３０） （２３３） （５８，１８７．５） （４，８６１） （１．２７） （１３，２１６） （４３．６）

３００～４９９
５，８０８ ２，０１２，９４４ ７，６６１ ５１５ １４，０４２ １４２ ２９，９５０．０ ３，２０２．５ １．４９ ２，３７１ ４０．８
（５，６４３） （１，９５２，２０９） （７，５０３） （４４０） （１３，４０６） （６８） （２８，８８６．０）（２，８９０．５） （１．４８） （２，２６８） （４０．２）

５００～９９９
３，９６８ ２，５０８，３４９ １０，４０９ ６０５ １７，８２６ ９６ ３９，２９７．０ ３，９９４．０ １．５７ １，６０２ ４０．４
（３，８１４） （２，４１１，０５１） （９，７９２） （５３７） （１６，７５１） （３２） （３６，８８８．０）（３，７３２．０） （１．５３） （１，４７７） （３８．７）

１，０００以上
２，７３５ ８，１９９，５６４ ４０，４１６ １，７４８ ６０，０８５ ２２０ １４２，７７５．０ １３，９８９．５ １．７４ １，０９７ ４０．１
（２，６６６） （７，８８５，３９７） （３７，９５９） （１，５０７） （５５，８０９） （７８） （１３３，２７３）（１２，４８８．５） （１．６９） （９８４） （３６．９）

（平成１９年６月１日現在）

注１ ②欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率相当数（身
体障害者及び知的障害者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種につ
いて定められた率を乗じて得た数）を除いた労働者数である。

２ ③A欄の「重度身体障害者及び重度知的障害者」については法律上、１人を２人に相当するものとして
おり、E欄の計を算出するに当たりダブルカウントを行い、D欄の「精神障害者である短時間労働者」
については法律上、１人を０．５人に相当するものとしており、E欄の計を算出するに当たり０．５カウント
としている。

３ A、C欄は１週間の所定労働時間が３０時間以上の労働者であり、B、D欄は１週間の所定労働時間が２０
時間以上３０時間未満の労働者である。

４ F欄の「うち新規雇用分」は、平成１８年６月２日から平成１９年６月１日までの１年間に新規に雇い入れ
られた障害者数である。

５ （ ）内は平成１８年６月１日現在の数値である。
なお、精神障害者は平成１８年４月１日から実雇用率に算定されることとなった。
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間を計画期間とする雇入れ計画を作成して
いる企業のうち、２６社に対し企業名公表を
前提とした特別指導を行った。
さらに、未達成企業に対し、平成１８年度

より雇入れ計画作成命令の対象範囲を拡大
した新基準に基づき、雇用率達成指導を強
化しているところである。

（イ）国・地方公共団体に対する指導等
国及び地方公共団体の機関については、

民間企業に率先垂範して障害のある人の雇
入れに努めるべき立場にあることを踏ま
え、国及び地方公共団体の各機関の人事担
当幹部に対し、身体に障害のある人又は知
的障害のある人の計画的な採用を図るよう
要請を行っている。
法定雇用率が未達成である機関について

は、障害のある人の採用に関する計画を作
成しなければならないこととされており、
その計画が適正に実施されていない場合に

■図表１―２４ 国・地方公共団体及び特殊法人における障害者の在職状況

①法定雇用障害者数の算
定の基礎となる職員数 ②障害者の数 ③実雇用率

④法定雇用率達成
機関の数 ⑤達成割合

国の機関
３０１，９２６人 ６，５４２．０人 ２．１７％ ３９／ ３９ １００．０％
（３０３，６３２人） （６，５８５人） （２．１７％） （３８／ ３９） （９７．４％）

都道府県
の機関

３３４，３７３人 ８，０９４．０人 ２．４２％ １５１／ １６３ ９２．６％
（３４５，１４２人） （８，１７６人） （２．３７％） （１４８／ １６３） （９０．８％）

市町村の
機関

９６８，１７２人 ２２，１１２．０人 ２．２８％ ２，０９７／ ２，５８５ ８１．１％
（９８５，６２５人） （２１，９５３人） （２．２３％） （２，０３７／ ２，６２４） （７７．６％）

①法定雇用障害者数の算
定の基礎となる職員数 ②障害者の数 ③実雇用率

④法定雇用率達成
機関の数 ⑤達成割合

教育委員会
６４９，３６９人 １０，０６７．０人 １．５５％ ８７／ １５３ ５６．９％

（６５８，７４１人） （９，６４８人） （１．４６％） （７７／ １５２） （５０．７％）

①法定雇用障害者数の算
定の基礎となる労働者数 ②障害者の数 ③実雇用率

④法定雇用率達成
法人の数 ⑤達成割合

特殊法人
４５４，４０９人 ８，９３０．５人 １．９７％ １５０／ ２４７ ６０．７％

〈８，５２６人〉 〈１．８８％〉
（４５１，５３４人） （７，０５３．０人） （１．５６％） （１３４／ ２４６） （５４．５％）

１ 法定雇用率２．１％が適用される国、地方公共団体 （平成１９年６月１日現在）

２ 法定雇用率２．０％が適用される都道府県等の教育委員会

３ 特殊法人における障害者の在職状況

注１ １及び３の各表の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から
除外率相当数（身体障害者及び知的障害者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合
を占める業種について定められた率を乗じて得た数）を除いた労働者数である。

２ ２の各表の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び
除外率相当職員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除い
た職員数である。

３ 各表の②欄の「障害者の数」とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計であり、短時間労働者
以外の重度身体障害者及び重度知的障害者については法律上、１人を２人に相当するものとしてダブル
カウントを行い、精神障害者である短時間労働者については法律上、１人を０．５人に相当するものとし
て０．５カウントとしている。

４ 法定雇用率２．０％が適用される機関とは、都道府県の教育委員会及び一定の市町村の教育委員会である。
５ （ ）内は、平成１８年６月１日現在の数値である。

資料：厚生労働省
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は、計画の適正実施に関して勧告を行って
いる。
平成１９年１１月にすべての公的機関につい

て、同年６月１日現在の雇用状況を発表す
るとともに、１８年１０月に設定した、「法定
雇用率達成に向けた指導の目標」の達成に
向け未達成の公的機関に対し指導を徹底し
ているところである。
なお、公的機関については、より積極的

な取組が求められており、新５か年計画に
おいて同期間中の２４年度までにすべての公
的機関で障害者雇用率を達成する目標が盛
り込まれている。
平成１６年６月、公務部門における障害者

雇用を促進するため、「障害者施策推進課
長会議」の下に各省庁、会計検査院及び人
事院の担当者で構成する「公務部門におけ
る障害者雇用推進チーム」を設置し、働く
ことを通じて障害のある人が積極的に社会
参加できるよう、国が率先して障害者雇用
の機会を作り出す方策について総合的に検
討し、「公務部門における障害者雇用ハン
ドブック」を作成、配付した。
また、さらに、総務省は、国の行政機関

における知的障害のある人の雇用がほとん
どない現状を踏まえ、国の職員が知的障害
のある人に対する理解を深めるとともに、
雇用に当たっての課題の発見とその改善策
の検討などに取り組むため、平成１７年度か
ら１９年度まで、各府省の協力を得て、「公
務部門における知的障害者の職場体験実習
事業」を実施し、全府省において知的障害
のある人を実習生として職場へ受け入れ
た。
さらに、知的障害のある人等を各府省等

で非常勤職員として雇用し１～３年の業務
の経験を積んだ後、ハローワーク等を通じ
て一般企業等への就職の実現を図る「チャ
レンジ雇用」については、新５か年計画に

おいて、平成２０年度中に全府省において実
施することとされているところであり、１９
年度においては、厚生労働省が各府省等に
先駆けてチャレンジ雇用に取り組み、１００
名の雇用を達成したところである。また、
２０年４月現在、新たに内閣府において３名
のチャレンジ雇用が実施されている。
そのほか農林水産省においては、新たに

平成２０年度から、農業法人等が障害者を雇
用する際に必要な労働環境の整備等につい
てのノウハウを示したマニュアルの作成と
その普及に取り組むこととしている。

エ 障害者雇用納付金制度
身体に障害のある人又は知的障害のある

人（精神障害のある人を雇用している場合
は、その数に相当する身体に障害のある人
または知的障害のある人を雇用しているも
のとみなすこととしている。）の雇用に伴
う事業主間の経済的負担の調整を行うとと
もに、雇用水準を全体として引き上げるた
めの助成・援助を行うため、障害者雇用納
付金（常用労働者が３００人を超える企業で、
雇用率未達成の企業が、不足数１人につき
月額５万円を納付する）を財源として、障
害者雇用調整金（常用労働者が３００人を超
える企業で、雇用率を超えて雇用する企業
に対し、雇用義務を超えて雇用する人１人
につき月額２万７，０００円を支給する）、及び
報奨金（常用労働者が３００人以下の企業で、
一定水準を超えて雇用する企業に対し、そ
の一定数を超えて雇用する人１人につき月
額２万１，０００円を支給する）の支給を行う
とともに、障害のある人を雇い入れるため
に作業設備の設置等を行う事業主等に対
し、各種の助成金を支給している。
また、在宅就業障害者に直接又は在宅就

業支援団体を介して仕事を発注する企業に
対して、障害のある人に対して支払われた
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雇用状況報告（毎年６月１日の状況） （障害者雇用促進法　第43条第５項）

雇入れ計画作成命令（３年計画）

※翌年１月を始期とする３年間の計画を作
成するよう、公共職業安定所長が命令
を発出（同法第46条第１項）

雇入れ計画の適正実施勧告

※計画の実施状況が悪い企業に対し、適
正な実施を勧告（計画の２年目）

　（同法第46条第６項）

特　別　指　導

※雇用状況の改善が特に遅れている企
業に対し、公表を前提とした特別指導を
実施（計画期間終了後に９か月間）

企　業　名　の　公　表 （同法第47条）

※不足数の特に多い企業については、当
該企業の幹部に対し、厚生労働省本省
による直接指導も実施している。

障害者雇用率達成指導の流れ

実雇用率の低い事業主については、下記の流れで雇用率達成指導を行い、「雇入れ
計画」の着実な実施による障害者雇用の推進を指導している。

〔指導実績〕
○ 平成１９年度の実績
＊「雇入れ計画作成命令」の発出 ６９２社
＊雇入れ計画の「適正実施勧告」 １４３社
＊「特別指導」の実施 ３１社

○ 雇入れ計画を実施中の企業 ２，０９９社（１９年度末現在）

○ 企業名の公表
平成３年度 ４社、１５年度 １社、１６年度 １社、１７年度 ２社、１８年度 ２社、
平成１９年度 ３社（うち１社は再公表）
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資料：厚生労働省

金額に応じて、障害者雇用納付金制度にお
いて、特例調整金・特例報奨金を支給して
いる。

（２）障害者の能力・特性に応じた
職域の拡大

ア 障害者の雇用の促進・安定を図るため
の事業主の体制の整備

事業主に対しては、「障害者の雇用の促
進等に関する法律」に基づき、次のような
義務又は努力義務が課せられている。
５６人以上の従業員を雇用する民間企業に
ついては、障害のある人の雇用に対する取
組体制の整備を図るため、「障害者雇用推
進者」の選任努力義務を課している。
障害のある人を５人以上雇用する事業所

に対して、障害のある人の職業生活全般に
ついての相談に当たらせるため、「障害者
職業生活相談員」の選任を義務付けている。
また、障害のある人の職場定着のために、
原則として障害のある人を５人以上雇用す

る事業所ごとに、事業主、障害者職業生活
相談員、障害のある人の代表などを構成メ
ンバーとする「障害者職場定着推進チーム」
の設置を促進するほか、職場が一体となっ
て障害のある人の職場定着に取り組む場合
に「障害者職場定着推進チーム育成事業」
を独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
において実施している。
なお、事業主が障害のある人を解雇する

場合には、早期再就職を図るため、その旨
を速やかに公共職業安定所に届け出ること
を義務付けている。

イ 特例子会社制度を活用した雇用の推進
事業主が障害のある人の雇用に特別の配

慮をした子会社（特例子会社）を設立した
場合、一定の要件の下で特例子会社に雇用
されている労働者を親会社に雇用されてい
る者とみなして、実雇用率を計算できるこ
ととしており、これを「特例子会社制度」
と呼んでいる。特例子会社制度は、障害に

■図表１―２５ 障害者雇用納付金制度の概要
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配慮された就業機会が拡大する等事業主の
みならず障害のある人に対してもメリット
があるなど、障害のある人の雇用の促進に
有効な手段であり、平成２０年４月末日現在
で２３４社が認定されている。
なお、特例子会社を持つ親会社について

は、関係する他の子会社も含め、企業グ
ループでの雇用率算定を可能としている。

ウ 事業主に対する助成
①障害者雇用納付金に基づく助成金

事業主が障害のある人の雇用に伴い、作
業施設・設備の設置又は整備や、手話通訳
担当者・職場介助者の委嘱等の雇用管理上
の措置を行う場合や、職場環境や業務内容
に精通した企業内の人材をジョブコーチと
して育成し、職場定着のための支援を行う
場合、これらの事業主の経済的負担を軽減
し、障害のある人の雇用の促進及び雇用の
継続を図るため、障害者雇用納付金に基づ
く助成金の支給を行っている。
職場環境や業務内容に精通した企業内の

人材をジョブコーチとして養成し、職場定
着のための支援を行うことについて、職場
適応援助者（ジョブコーチ）助成金を支給
している。このうち、平成１９年度から健康
相談医師の委嘱助成金の対象障害者に、緑
内障等の視覚障害のある人を加えたところ
である。
さらに、障害のある人の能力開発訓練を

行う場合等にも助成金を支給しているとこ
ろであるが、この中で、グループで就労に
向けた訓練を行う場合についても助成金を
支給している。

②特定求職者雇用開発助成

身体に障害のある人、知的障害のある人
又は精神障害のある人を継続して雇い入れ
る事業主に対して、雇入れに係る者の賃金

相当額の一部を助成金として支給する。ま
た、重度の障害のある人等の取扱いについ
ては、一般の障害のある人の場合よりも支
給期間を長くし、助成額も高く設定している。

③重度障害者雇用促進融資

日本政策投資銀行において、重度の障害
のある人（重度身体障害者、知的障害のあ
る人、精神障害のある人、重度身体障害者
である短時間労働者、重度知的障害者であ
る短時間労働者）を常時５人程度以上雇用
する事業主が、事業施設等の設置若しくは
整備又は土地を取得する場合、必要な資金
を低利で貸し付けている。（日本政策投資
銀行の民営化に伴い平成２０年９月で廃止）

④税制上の特例措置

障害のある人を雇用する事業所に対し、
税制上の各種の特例措置を講じている。
また、平成２０年度４月から、青色申告を

提出する事業者が特例子会社や重度障害者
を多数雇用している事業所、障害者自立支
援法の就労移行支援等を行う事業所に対す
る発注額を前年度より増加させた場合に、
一定の期間内に取得等を行った固定資産に
ついて割増償却を認める措置が創設され
た。

エ「障害者に係る欠格条項」の見直し
「障害者に係る欠格条項」とは、資格・

免許制度等において障害があることを理由
に資格・免許等の付与を制限したり、障害
のある人に特定の業務への従事やサービス
の利用などを制限・禁止する法令の規定の
ことであり、平成１１年８月にはその見直し
の促進を図るため中央省庁再編前に設置さ
れていた旧・障害者施策推進本部において
「障害者に係る欠格条項の見直しについ
て」を決定し、１６年６月には、対象とした
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６３制度すべての見直しが終了している。
一方、欠格条項の見直しにより、障害の

ある人の資格取得等の機会が実質的に確保
されるためには、教育や就業環境など必要
な条件整備を併せて推進する必要があるこ
とから、「障害者施策推進本部」における
「課長会議」の下に、「資格取得試験等に
おける配慮推進チーム」を設け、全省庁横
断的に、資格取得試験等における障害への
配慮のあり方について検討を行い、平成１７
年１１月、「資格取得試験等における障害の
態様に応じた共通的な配慮について」を「課
長会議」で決定し、国が直接実施する資格
取得試験等において、共通的に対応すべき

配慮事項として示している。

（３）障害のある人の働きやすい多様
な雇用・就業形態の促進

ア 多様な勤務形態による重度の障害のあ
る人の雇用の促進

重度の障害のある人については、移動の
制約や健康上の理由から、企業に通勤する
形での通常のフルタイム雇用が困難な人も
多く、そのような場合には勤務形態に配慮
を加えて雇用することが、その職業的自立
に役立つと考えられる。このため、短時間
勤務、在宅勤務、フレックスタイム等の多
様な勤務形態による重度の障害のある人の

■図表１―２６ 障害者を雇用する事業所に対する税制上の特例措置
事 項 内 容

機械等の割増償却措置
（法人税、所得税）

障害者の雇用割合が５０％以上（雇用障害者数が２０人以上である場合には
２５％以上）である法人又は個人は、機械及び工場用の建物等の普通償却
限度額の１００分の２４（工場用の建物については１００分の３２）相当額の割増
償却ができる。

助成金に係る課税の特例
措置
（法人税、所得税）

障害者雇用納付金制度に基づく助成金については、助成金のうち固定資
産の取得又は改良に充てた部分の金額に相当する金額の範囲内で、圧縮
記帳による損金算入（法人税）又は総収入金額不算入（所得税）とする
ことができる。

事業所税の軽減措置 事業所税の従業者割については、課税標準としての従業者給与総額から
障害者の給与分を控除し、また、障害者を１０人以上雇用し、かつ、その
雇用割合が５０％以上である事業所であって、重度障害者多数雇用事業所
施設設置等助成金の支給に係る施設又は設備に係るものについては、事
業所税の資産割に係る課税標準の算定につき、当該事業所床面積の２分
の１を控除できる。

不動産取得税の軽減措置 障害者を２０人以上雇用し、かつ、その雇用割合が５０％以上の事業所の事
業主が、重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金を受けて事業用施
設（作業の用に供するものに限る）を取得した場合において、その者が
当該施設の取得の日から引き続き３年以上当該施設を当該事業所の事業
の用に供したときは、当該施設の取得に対して課する不動産取得税につ
いては当該税額から価格の１０分の１に相当する額に税率を乗じて得た額
を減額するものとする。

固定資産税の軽減措置 障害者を２０人以上雇用し、かつ、その雇用割合が５０％以上の事業所の事
業主が、重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金を受けて取得した
事業用の家屋（作業の用に供するもののうち、障害者の雇用割合に応じ
た部分に限る）に対して課する固定資産税の課税標準は、取得後５年間
に限り、当該家屋の課税標準となるべき価格の６分の１に障害者の雇用
割合を乗じたものを減額した額とする。

資料：厚生労働省
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雇用の事例集や雇用管理マニュアルを作
成・配布し、事業主に対する指導・啓発等
を行っている。
また、在宅勤務障害者の業務の管理等を

担当する「在宅勤務コーディネーター」を
配置する事業主に対しては、障害者納付金
制度に基づく助成金を支給している。

イ 就労に向けた各種訓練の推進
国立光明寮、国立保養所、国立身体障害

者リハビリテーションセンターにおいて
は、平成１８年１０月に全国に先駆けて障害者
支援施設の指定を受けて、就労移行支援、
就労移行支援（養成施設）、自立訓練（機
能訓練、生活訓練）、施設入所支援を実施
しており、就労に必要な知識・技能を取得
させるため、障害のある人の特性に合わせ
た様々な訓練を行っている。
このうち、養成施設（あん摩・マッサー

ジ・指圧、はり、きゅう）については、晴
眼者の進出により、視覚に障害のある人の
就労が厳しい状況にあることから、就職指
導、職域拡大を目的とした研修会を利用者
及び修了者に対して実施している。
また、就労に向けては、知識・技能の獲

得もさることながら、就職や開業後の人間
関係形成の観点から対人技能の獲得も重要
であり、さらに不規則な生活習慣、記憶障
害、注意欠陥、感情障害等も家庭や職場に
おける日常生活上の支障となることから、
日常生活訓練やコミュニケーション訓練、
社会生活支援等の自立訓練を行っている。

（４）IT を活用した雇用の促進
ア 在宅就業障害者支援制度
自宅等において就業する障害のある人

（在宅就業障害者）の就業機会の確保等を
支援するため、これらの障害のある人に直
接、又は在宅就業障害者に対する支援を行

う団体として厚生労働大臣の登録を受けた
法人（在宅就業支援団体（平成２０年３月現
在で１７団体））を介して業務を発注した事
業主に対して、障害のある人に対して業務
の対価として支払われた金額に応じて、障
害者雇用納付金制度において、特例調整金
（常用労働者数３００人以下の事業主につい
ては特例報奨金）を支給する制度を創設し、
１８年４月から運用を開始している。
新５か年計画においては、本制度を活用

して、就業機会の拡大が図られるよう、在
宅就業支援団体を平成２４年度までに１００団
体にすることを目指している。

イ 就労支援機器等の開発
最近の ITの進歩により、従来、障害の

ある人が就労困難と考えられていた職業で
あっても、IT機器を利用することにより、
重度の障害のある人が職業的なハンディ
キャップを克服し、職域を拡大することの
可能性が高まってきている。このため、就
労が困難な障害のある人の職域拡大に資す
ることを目的として、独立行政法人高齢・
障害者雇用支援機構において、障害のある
人や事業主のニーズに対応した就労支援機
器、ソフトウエア等の開発を推進するとと
もに、事業主に対して、それらの成果も含
めた各種就労支援機器等に関する情報提
供、貸出事業等を通じて、普及・啓発に努
めている。

（５）障害のある人の創業・起業等の支援
生活福祉資金貸付制度は、低所得世帯、

障害者世帯等に対し、資金の貸付けと必要
な援助指導を行うことにより、その経済的
自立及び生活意欲の助長促進並びに在宅福
祉及び社会参加の促進を図り、安定した生
活を送れるようにすることを目的に、都道
府県社会福祉協議会を実施主体として運営
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されている。本制度の資金種類の１つとし
て、障害者世帯が生業を営むのに必要な経
費を支援する「更生資金（生業費）」が設
けられている。

２ 総合的な支援施策の推進

（１）保健福祉、教育との連携を重視し
た職業リハビリテーションの推進

ア ハローワークにおけるきめ細かな職業
相談、職業紹介

障害のある人の職業紹介については、ハ
ローワークにおいて、就職を希望する障害
のある人に対して求職の登録（就職後の定
着支援まで一貫して利用）を行い、求職者
の技能、職業適性、知識、希望職種、身体
能力等の状況に基づき、ケースワーク方式
による職業相談を実施し、安定した職場へ
の就職あっせんに努めている。このため、
主要なハローワークに障害のある人の就職
問題を専門に担当する就職促進指導官を配
置するとともに、きめ細かな就職指導等を
円滑かつ効果的に推進している。（平成２０
年度は全国で精神障害就職サポーター４７
名、障害者専門支援員２２３名、職業相談員
（障害者職業相談担当）６０名、職業相談員
（障害者求人開拓担当）１８９名、障害者就
労支援コーディネーター１３４名のほか、手
話協力員を配置。）
平成２０年３月現在の求職登録状況をみる

と、登録者総数は５１万９，８１２人で、前年同
期に比べて１万５，２４２人の増加となってい
る。このうち、有効求職者数は１４万７９１人、
就業中の者は３１万８，４９９人となっている。
有効求職者数のうち、身体に障害のある人
は８万２，０１７人、知的障害のある人は３万
５６１人、精神障害のある人は２万７，１０１人、
その他の障害のある人は１，１１２人となって
いる。１９年度における障害のある人の新規

求職申込みは１０万７，９０６件、就職件数は４
万５，５６５件と、ハローワークを通じた就職
件数が過去最高となっており、障害者雇用
は着実に進展している。
新５か年計画においては、チーム支援を

行うことなどにより就職の準備段階から職
場定着までの一貫した支援を展開すること
とされているとともに、就労移行支援の全
国展開も踏まえ、これまでの実績を更に上
回る就職を実現することとし、平成２４年度
までの５年間で２４万件の就職を実現するこ
とを目指している。

イ 障害者職業センターにおける職業リハ
ビリテーション

障害者職業センターには、独立行政法人
高齢・障害者雇用支援機構が運営する３種
類の施設機関があり、それぞれ次のような
業務を行っている。

①障害者職業総合センター

職業リハビリテーションの中核となる施
設として、高度の職業リハビリテーション
に関する研究・開発及びその成果の普及、
職業リハビリテーションに従事する専門職
員の養成・研修等を実施している。（千葉
市美浜区に設置）

②広域障害者職業センター

広範囲の地域にわたり、障害者職業能力
開発校や医療施設等との密接な連携の下
に、系統的な職業リハビリテーションサー
ビスを提供する施設として、現在次の３施
設が運営されている。

（ア）中央広域障害者職業センター
中央障害者職業能力開発校と併設し、両

者を総称して「国立職業リハビリテーショ
ンセンター」としている。（埼玉県所沢市


